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I 特集
分権改革期における教育委員会制度をめぐる政策動向と議論
筑波大学大学院田中真秀
1 .はじめに
近年、教育委員会制度は過渡期を迎えた。1999年に地方分権改革が行われはじめ、教育委員会
を廃止する議論が顕著になる等、教育委員会制度の抜本的な見直しが行われてきている。
具体的には、 2000年、『地方分権一括法』が施行され、機関委任事務制度が廃止されたことが
挙げられる。加えて、『地方教育行政法』の一部改正に伴い、教育長の任命承認需IJの廃止がなされ、
教育長は教育委員から選出されることとなった。また、教育委員会による少人数学級の編制が可
能になった。 2008 年 4 月施行の『地方教育行政の系;EiJ織及び運営に関する法律~ (以下、『地教行法~)
の一部改正では、教育委員会の必置を前提とした上で、教育委員会の責任体制の明確化、教育委
員会の体制の充実、教育における地方分権の推進(教育委員の数の弾力化、文化・スポーツの首
長担当 1)がなされるようになった。
そこで、本稿では、近年の教育委員会制度の政策動向とそれに伴う議論に焦点を当て、 1999年
の地教行法の改正から現在に至る「地方分権改革期Jにおける教育委員会制度をめぐる議論がど
の様に主張されてきたのかを整理することを目的とする。
すなわち、教育委員会制度論として従来論じられてきた「教育委員会改善論J、「教育委員会廃
止論j、「教育委員会権限縮小論」といった議論の内容について、何が問題とされてきているのか、
何に焦点が当てられているのかを分類し整理し直すこととする。
2. 政策文書における教育委員会制度の捉え方
本章では、文部科学省の中央教育審議会(以下、中教審)答申と内閣府の地方制度調査会答申
を中心に、教育委員会制度に対する主張をまとめる。
はじめに、中教審答申『新しい時代の義務教育を創造する~ (以下、 2005年):!は、教育委員会
制度を「首長からの独立、合議制、レイマン・コントローノレにより、政治的中立性の確保、指針涜
性、安定性の確保、地域住民の移行の反映を図るものとして我が国に導入され、地方教育行政の
基本的な制度として定着しているJと捉えていながらも、しかし、現状は「会議が形骸化してい
る、国の示す方針に従う縦割りの集権型の仕組みになっている、合議制のため責任の所在が不明
確となっている、迅速な意思決定ができなしリという多くの問題が生じていると述べている。}
の指摘について、中教審及び地方制度調査会ではどの様な主張をおこなっているのだろうか。
?
??
『学校経営研究』第 37巻 2012 
1 )首長部局との関係 (横関係の視点)
これまで、教育委員会の必置理由は、教育における政治的中立性の確保や地域住民の意向の反
映の必要性から主張されてきた。これに対して、地方制度調査会ユは教育委員会としづ組織を用
いなくとも「審議会の活用等他の方法でも対応できるj と教育委員会必置制に対して批判的な主
張をしている。加えて、地方制度調査会では、教育委員会の設置について、「地方公共団体の判断
により教育委員会を設置して教育に関する事務を行うこととするか、教育委員会を設置せずその
事務を長が行うこととするかを選択できることとすることが妥当であるj としづ選択制の導入に
ついて主張している。このことは、教育委員会の泊蛾や運営が「自治体の種類や規模等にかカわ
らずほぼ一律のものとなっているjことを問題視し、「地域住民の意向の反映はbしろ公選の長の
方がより適切になしうるj としづ地域住民の意向をし 1かに反映させるかという視点から述べられ
たもので、あった。
また、規制改革・民間開放推進会議は、「教育委員会制度が十分に機能を果していない等の指摘
を踏まえ、教育の政治的中立性の担保に留意しつつ、首長の権限移譲に止まらず、首長から独立
した執行機関である教育委員会の必置規制を撤廃し、首長の権限の下で教育行政を行うことが地
方公共団体で選択できるようlこするJと述べている 40
一方で、中教審答申 (2005年)は「教育行政における政治的中立性や継続性・安定性の確保、
地方における行政執行の多元化、首長が広範な事務を処理する中で専門の機関が教育を担当する
ことのメリット、義務教育実施の確実な担保など重要性を踏まえると、教育委員会の設置は選択
制にすべきでなく、必要な運用や制度の改善を図ることが1必要であると考えられるJ5と主張し、
現教育委員会制度を改善することで、教育委員会必置制を堅持しようとしている。
次に、首長部局(一般行政)にこれまでの教育委員会の権限を一元化(統合)することについ
ての主張に着目する。現在の教育委員会は、学校教育のほか、社会教育、文化、スポーツ、生涯
学習といった'[1高広い事務を所掌しているが、地方制度調査会は、r~学校教育以外の事務については、
地方公共団体の*IJ新により長が所掌するか、教育委員会が所掌するかの選択を幅広く認める措置
を直ちに採ることとすべきであるJと学校教育以外の事務を首長部局に一元化するのか否かを地
方の意思に任せる必要があると主張している。同時に、「町村にあたっては、選択制への移行にと
どまらず、制度を廃止す一べきJとの意見も存在したと示している。この様に、一元化の範囲とは、
①教育委員会制度を廃止し、首長部局に全てを一元化する場合と②権限の範囲を選択して(一部)
首長部局に一元化する場合とに分けることができる。
また、教育委員会の権限を部分的に首長部局に移譲することについては、権限の範囲の選択と
教育委員会設置に関わる選択が絡んで論じられている。
2)地方分権化の流れ (縦関係の視点)
中教審答申 (2005年)では、義務教育の構造改革として 「①国が明確な戦略に基づき、目標を
設定してそのための確実な財源など基盤整備を行った上で、②教育の実施函ではできる限り市区
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町村や学校の権限と責任を拡大する分権改革を進めるとともに、③教育の結果について国が責任
を持って検証する構造への転換を目指すべきであるJということを主張している。加えて、「国の
責任でナショナル・スタンダードを確保し、その上に、市区町村と学校の主体性と創意工夫によ
り、ローカル・オプティマムを実現する必要がある」と主張している。
また、中教審答申『今後の地方教育行政の在り方について~ (以下、 1998年) 6では、教育委員
会が有していた権限の一部を学校に委譲し、学校はそれを自らの責任のもとに経営を行うという
自律的学校経営へ向けての改革が主張されている。中教審答申 (2005年)では、「義務教育の構
造改革に当たっては、こうした学校や市i豆町村が、それぞれの地域の状況を踏まえた最適な教育
を行うことができるよう、できる!被りその権限と責任を拡大する改革を進めることが必要であるj
と主張し、「義務教育について、今後求められる分権改革の重点は、都道府県から市区町村への分
権、教育委員会から学校への権限移譲で、あるJと述べられている。
中教審答申 (2005年)では、国一都道府県一市町村-判交の関係性について、①義務教育の中
心の担し 1手である学校に対して、国(文部科学省含む)、都道府県(教育委員会合む)、市区町村
(教育委員会含む)が「学校を支えるjために協力する側面と、②義務教育の実施主体としての
学校、市j豆町村(教育委員会合む)に責任と権限を拡大する 2つの側面から論じられている。
3.教育委員会制度に関する先行研究の議論
現在、これまでの教育委員会制度の枠組みが見註され、教育委員会の「廃止論j、「権限縮小論j、
「制度改善論j といった制度が形骸化されてきていることに対する!懸念を述べた論調が多く存在
するようになったO そこで、本章では、個々の論の具体的な中身について細分化を行い、整理し
誼すこととする。
( 1 )縦関係視点から見た教育委員会制度
1 )文部科学省一都道府県教委一市町村教委一学校という縦関係の構造
教育長の任命承認制が廃止され、また、教育に関わらず機関委任事務の廃止が行われるといっ
た地方分権化の動きは、教育委員会制度を縦関係的視点で捉える論調を増大させた。
つまり、地方分権化に伴い、文部科学省より都道府県教育委員会、都道府県教育委員会より市
町村教育委員会といったより住民に身近である機関に権限が委譲される論理展開がなされている。
加えて、それに自律的学校経営論が結びつき、教育委員会から'判交への権限委譲についても主張
がなされている。この点について、堀内は「地方分権は、国から地方、都道府県から市u庁村へと
その権隈を委譲し、もって国民、地域住民が主権者としてその政治的、行政的意思決定に参加す
ることも含めて、より直接的により適正な行政サービスを受けられる 7ことを主張している。
2)市町村教育委員会と都道府県教育委員会の際係
はじめに、市町村教育委員会と都道府県教育委員会との関係における問題としては、①教職員
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の人事権において、本来、小・中学校の設置主体は市町村であることから、市町村が権限を持た
ないといけないが、広域人事の必要性や給与の面で都道府県が権限を有している点と②予算権の
権限・役割分担が媛味である点が挙げられる。この点に関して、小)I(土、 f地域の教育政策の決定
や教育行政運営を自らで担えていないということjを問題視し、「市区町村が当事者意識を持ち、
自己決定と自己責任を可能にするシステム改革jが必要であると主張している 8。また、河野は
r (義務)教育に関する権限は、人事及び財政を含めて、その企画・評価を中心に基本的には市
i町村など基礎自治体(市町村教委)がもつべきJ9と主張している。
また、都道府県と市町村の教育委員会の役割分担の明確化が必要であるとする主張もある 100 
都道府県と市町村の関係を見直す上で留意する点として、小)1は、 f市町村の規模に応じた権限の
委譲と都道府県の関与の縮減Jであると主張している ll o 
3)市町村教膏委員会の行財政能力
市町村教育委員会制度の問題点について、小川は、「義務教育の設震・管理の第一義的責任を持
つ市区町村(教育委員会)が、義務教育学校の管理・経営に関する基本的諸権限を有してこなか
った」現状を挙げている 120 また、小規模市町村‘で、は、機能を活性化させる為に必要な規模の事
務局を財政面から持つことができないという問題がある。
河野は、市町村教育委員会の支援体制の在り方について、人己規撲が少ない教育委員会の中で
指導主事の無配置が存在する状況を、 「教育委員会事務局の指導主事や社会教育主事などの教育
専門職員の人的整備の問題Jであると論じている 130
4)学校と教育委員会の関係
はじめに、学校と教育委員会(義務教育の場合は市教委)の関係において、教育委員会から学
校に権限が委譲されることは、堀内の「教育行政の地方分権化が学校の自律性をもって完遂され
る構造J1 4であるとしづ主張の様に、学校の自律性・自主性の観点から論じられていることが多
い。学校の自律性の確立のための要件として、堀内は「学校にとって最大の他律化要因で、あった
教育委員会の学校管理権限の縮減と学校への大幅な委譲を図ることJとしづ学校の「権限の拡大」
と、「校内組織の見直し」により学校の「責任体制の確立J、そして、なぜ学校の自律性が必要な
のかを問うている l50
次に、河野はこれまでの学校に対する教育委員会の役割は、「管理・指導j的で、あったが、現在
は f援助・支援」型に変化してきていると言われながらも、「教委による支援(指導・助言)が依
然として学校にとって強制(介入)と受け止められる傾向があることにも留意する必要があるJ1 6 
とし、学校への教育委員会の指導・助言の在り方に問題点があると指摘している。
また、河野は 17自律的学校経営に伴い、 「学校の裁量権を拡大し、学校の自主性・自律性を保
障するためには、地域特性や学校の実態を踏まえつつ、学校管理規則の抜本的な見直しが強く求
められる」と同時に「学校に権限が委譲される分だけ、その責任は大きくなるわけで、その分、
説明責任や結果責任が関われることになる。学校が十分にアカウンタピリティを履行していくた
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め」には、 「学校評価を人事管理や資源配分や教委による学校支援に活用し、学校改善を効果的
に推進してし、く体制を整えていくことが重要であるj と主張している。
(2)教育委員会と首長、地域住民との関係
1 )教育委員会と首長部局との鶴係
教育委員会と首長部局の関係については、教育委員会を首長部局から完全独立させ、各自治体
で必置とするのか、それとも教育委員会を首長部局の 1部局として捉えるのかという視点がある。
例えば新藤!勺土、現在の教育委員会は「首長の影響力から相当程度独立しているjとしながら
も、その独立については「市民自治に立締した自立性を維持しているとしづ意味ではなしリとし、
「文部科学省を頂点とする行政系列に支えられJて成立していたと捉えている。そこで新藤は、
地方分権改革で機関委任事務制度の全廃という新しい局面を迎えた現在、「教育行政の地方分権化
に欠くことのできない条件としてム地方においては、「自治体政治部門の統轄下に教育行政j を
置くことと同時に、中央教育行政機関を「国家統治機能としての教育行政概念、を実態として否定j
するために、 f内閣の統轄から外す」とし1う改革を果たす必要があるのではなし泊五と主張している。
この点に関わり、小川 19は、教育委員会を廃止して首長部局に移すことについて「政治選挙で
選出される首長に委ねられるべきであるという考えであり、ある意味、教育委員会擁護論とは原
理的な考え方の違いが鮮明である」と主張している。
また、全国市長会は、教育委員会と首長部局の事務・権限の再配分という形での教育委員会制
度改革を提起している 20。
また、教育委員会から生涯学習を外し、首長の指揮の下で総合行政の一環として生涯学習行政
を展開するといった、学校教育分野以外での緩和がなされた理由として、生涯学習・文化・スポ
ーツの分野で「ナショナノレ・ミニマムが達成されたとしづ認識があることj と「連携・協力が特
に強調されてきた行政領域である」と小J1は説明している 210
2)教育委員会と地域住民との関係
教育委員会制度における地域住民に対する問題点としては、地域住民に教育委員会の活動が認
知されていないことが挙げられている。この点については、佐藤の「教育委員会は、身近な行政
機関として、地域の声に耳を傾け、人々の要請に応え、ふだんからの情報収集や情報公開、そし
て信頼関係づくりに十分配慮することJ22としづ主張がある。
(3)教膏委員会組織自体についての視点
1 )教育委員と教育委員会事務局
教育委員会と教育委員会事務局の関係については、以下の3つの点が指摘されている。
1点目は、教育委員会制度の抜本的な見直しである。穂、坂は、現行の教育委員会制度の問題点
を、制度と実態が異なっていることと捉え、「素人J教育委員会が機能していない現制度を廃止し、
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専門家である教育長一事務局と広範な住民参加を保障する教育審議会~ 3の設置による新しい制
度を提唱している 240 これについて、小川は、~ 5 r現行の教育委員会制度の一つの改革論で、ある」
と捉え、小)1の「教育委員会制度の弾力化構想jの内に包摂されるものであると主張している。
2点iヨは、教育委員会の行財政能力の問題で、あるO 教育委員会制度の役割や機能から見た改善
として、河野は「教育委員会の政策立案能力の強化」、「教育委員会における教育政策『評価』
機能を充実させるj ことと、「教育委員会の支援体制の充実Jの3点を挙げている 260
3 点 I~l は、教育委員の合議制の意思決定機関としての形骸化が挙げられる。教育委員が教育委
員会会議で、「アイデアを議論しあう場でなく、事務局から提出された政策案を形式的に承認する
だけの存在J~ 7になっていると堀が主張する様に、教育委員が教育委員会事務局の提-案を追認し、
実質的な意思決定をおこなっていない問題がある口
2)教育長
教育長に関する問題点としては、教育長が教育委員を兼ねることにより、プロとレイマンの緊
張関係が崩れる懸念、があることが前川を中心に論じられている 280 河野は、教育長は「自治体の
幹部会議に参画し、人づくりの面で自治体のまちづくりにどう貢献し得るかについて協議、検討
する機会をもつべきであるjと主張している 290 志木市では30、教育委員会をより機能する制度
にする必要性から、教育政策の決定と執行の責任を教育長に与えるということを提案している。
また、市開丁村の教育長と首長の関係については、佐々木31の調査によると、①教育長は自らの
選任基準について、首長と連携して職務を遂行している力を最も重視していると認識し、②連携
の必要性については、学校教育に関する事項についての認識が低く、教育委員会に委ねられてい
ると認識していることが示されている。加えて、教育長と首長の連携については、今後より、重
視される必要があると佐々木は主張している。
4. まとめ
これまでの議論整理から、以下の4点について述べる。
1点目として、これまでの議論の中で、教育委員会の構造的問題点として、国一都道府県一市
町村一学校とし 1った縦構造と自治体内部での横の部局間との連携の双方が上手くし1かない点が挙
げられている。ただし、教育委員会廃止論者として代表される新藤と穂坂の主張はその時々にお
いて細部を異にしている。つまり、新藤は、文科省を中心とする縦のラインの問題点から教育委
員会と首長部馬の一元化を捉えており、穂坂は教育委員会主断哉の構造に着目することで、首長部
局と教育委員会の関係を一元化すると捉えていた。この様に、これまでの「廃止論Jr権限縮小論J
の中では、縦関係的視点を重視し、首長部局との関係を論じる場合と、教育委員会主旦織自体の問
題に着目し「廃止論Jr権限縮小論Jを主張したものがある口
2点目として、今回扱ってきた分権改革について、小)1  (土、「従来の国と自治体の融合型行財政
システム自体を大きく変えるものではなく、行政統括IJをより限定し立法統制に可能な限り移行す
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ることを目指したもので、事務・権限の大幅な移譲というより自治体が実施する事務への国の規
制・関与を縮減することを通じて自治体の裁量権限の拡大を図った改革J:32と捉えている。こ野
点については、事務・権限の大幅な移譲についてのシステム自体の変革への対応が進む可能性を
残す中、今後、どの様に考えていくのかが課題となる。
3点目に、堀は、「主要な再編論として、教育委員会制度廃止論(教育行政の首長部局への一元
化)、教育委員会の権限縮小論(生涯学習・社会教育事務の首長部局への移管)、教育委員会制度
の改善論(制度本来の組織能力の再生・強化)が提起されているが、文部科学省の推進する公共
政策の動向においても、関係当事者の意識を見ても、廃止論よりも存続論が大勢を占め、改革論
へ傾いていることは明らかであるJ:3:3と論じている。これは、堀が実施した首長への調査での「廃
止や事務移管といった制度の変更をしなくても、現行制度の枠組みにおいても、分権改革ドで自
治体に求められている地j或独自の自主的かっ積極的な教育行政の展開が一定程度可能であると認
識しているJ:3 4としづ結果にも裏付けされているが、一方で、関係当事者以外の一般市民に対し
てどの様な存続論の論理が受け入れられるのかを今後の課題とすべきである。
4点目としては、現在、教育委員会制度の変革の必要性があるとの論調が増大した理由として
は、①地方分権化が推進されることで、国から地方へ権限が委譲されることに伴う首長権限の拡
大の動き、②当事者である地域住民の意向を反映させることができるのは身近な市町村単位であ
るという動き、それと③学校への自律性の動きとが相互に絡みあって生じたことが挙げられる。
しかし、一方で、義務教育においては、国が責任を持つ必要があるというナショナノレ・ミニマム
的な考え方、首長部局に一元化するのではなく教育の独自性を担保する必要があるとしづ見方も
強まっており、今後も教育委員会制度は見直され続けるだろう。
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